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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期
第２四半期
累計期間

第65期
第２四半期
累計期間

第64期

会計期間

自平成29年
　７月１日
至平成29年
　12月31日

自平成30年
　７月１日
至平成30年
　12月31日

自平成29年
　７月１日
至平成30年
　６月30日

売上高 （千円） 2,444,098 2,451,722 5,446,312

経常利益 （千円） 9,918 67,545 74,118

四半期（当期）純利益 （千円） 10,843 40,986 73,311

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 849,500 849,500 849,500

発行済株式総数 （千株） 6,860 686 686

純資産額 （千円） 2,624,355 2,682,997 2,686,756

総資産額 （千円） 4,051,616 3,611,826 3,934,440

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 15.82 59.80 106.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 40.00

自己資本比率 （％） 64.8 74.3 68.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △137,297 △465,749 △96,220

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △17,937 19,744 △1,157

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 170,859 69,443 △32,729

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,161,643 639,351 1,015,912
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回次
第64期
第２四半期
会計期間

第65期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

自平成30年
　10月１日
至平成30年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.77 51.62

（注） １.当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

　　　 ２.売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　 ３.持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

　　　 ４.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　　　 ５.当社は、平成30年１月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前事業年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

　　　 ６.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期会計期間の期首から適用しており、前第２四半期累計期間及び前事業年度に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、製造業の生産活動は米中貿易摩擦の影響が懸念される中、昨年秋

の台風の影響はほぼ解消するとともに、在庫調整の進展もみられ、底堅い動きとなっております。需要面では一部

の指標で伸び悩みがみられるものの、総じて堅調に推移しております。したがいまして、景気の現状は、緩やかな

回復基調が続く中で、前向きな動きが増えております。

　一方、建設業界につきましては、民間設備投資の指標である民間非居住用建築物着工床面積は鉱工業用で５か月

連続、サービス業用でも６か月ぶりのともに大幅増加となり、商業用では８か月連続で増加しているため、３業用

計では２か月ぶりに大幅増加になりました。また、新設住宅着工戸数は貸家が２か月ぶりに減少したものの、持家

が２か月ぶりに増加し、分譲住宅も２か月連続で増加したため、全体では２か月連続の増加となりました。公共工

事の請負件数は２か月連続で増加し、金額は５か月ぶりに大幅増加いたしました。

　このような経済状況下、当社は現場力の強化、経費削減及びリスク管理の強化を重点的に取り組み、競争力を高

める努力をしてまいりました。

　この結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高2,451百万円（前年同四半期比0.3％増）、営業利益56百万円

（前年同四半期は営業利益３百万円）、経常利益67百万円（前年同四半期比581.0％増）、四半期純利益40百万円

（前年同四半期比278.0％増）となりました。
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セグメントの業績は次のとおりであります。

①土木部門

　土木部門の受注工事高は、1,794百万円（前年同四半期比8.2％減）となり、完成工事高1,549百万円（前年同四

半期比1.5％減）、セグメント利益20百万円(前年同四半期比2.3％減）となりました。

②建築部門

　建築部門の受注工事高は、1,636百万円（前年同四半期比87.0％増）となり、完成工事高882百万円（前年同四半

期比3.1％増）、セグメント利益23百万円（前年同四半期はセグメント損失27百万円）となりました。

③不動産部門

　不動産部門の売上高は19百万円（前年同四半期比27.2％増）、セグメント利益12百万円（前年同四半期比27.1％

増）となりました。

 

（２）財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末における流動資産は2,518百万円となり、前事業年度末に比べ317百万円減少いたしまし

た。これは主に現金預金が426百万円減少したことによるものであります。固定資産は1,093百万円となり、前事業

年度末に比べ４百万円減少いたしました。これは主に投資有価証券が24百万円減少したことによるものでありま

す。

　この結果、総資産は3,611百万円となり、前事業年度末に比べ322百万円減少いたしました。

（負債）

　当第２四半期会計期間末における流動負債は886百万円となり、前事業年度末に比べ310百万円減少いたしまし

た。これは主に支払手形・工事未払金等が350百万円減少したことによるものであります。固定負債は42百万円と

なり、前事業年度末と比べ７百万円減少いたしました。これは主に繰延税金負債が４百万円減少したことによるも

のであります。

　この結果、負債合計は928百万円となり、前事業年度末に比べ318百万円減少いたしました。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産合計は2,682百万円となり、前事業年度末に比べ３百万円減少いたしま

した。これは主にその他有価証券評価差額金が17百万円減少したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は74.3％（前事業年度末は68.3％）となりました。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四

半期会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で

前事業年度との比較・分析を行っております。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ376百

万円減少し、639百万円となりました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要

因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した資金は465百万円（前年同四半期は137百万円の使用）となりました。これは、主として

仕入債務の減少によるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により獲得した資金は19百万円（前年同四半期は17百万円の使用）となりました。これは、主として定

期預金の払戻による収入によるものです。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により獲得した資金は69百万円（前年同四半期は170百万円の獲得）となりました。これは、主として

短期借入れによるものです。
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（４）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（５）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対応すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

（６）研究開発活動

　当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、６百万円であります。なお、当社の研究開発活動の状況

に重要な変更はありません。

 

（７）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見直し

　当第２四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

 
 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　　　　　　　普通株式 2,200,000

計 2,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 686,000 同左

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

 （注）

計 686,000 同左 － －

　（注）　単元株式数は、100株であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年10月１

日～　平成30年12月

31日

－ 686,000 － 849,500 － 625,900
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（５）【大株主の状況】

  平成30年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

　合同会社Ｍ＆Ｓ 　東京都中央区日本橋室町１丁目９―１ 91 13.36

　有限会社東物産 　滋賀県栗東市上鈎480番地 88 12.85

　三東工業社従業員持株会  滋賀県栗東市上鈎480番地 33 4.90

　株式会社滋賀銀行 　滋賀県大津市浜町１番38号 28 4.08

　中川　　徹 　滋賀県草津市 25 3.66

　佐藤　兼義 　静岡県湖西市 23 3.40

　東　　一孝 　滋賀県甲賀市 18 2.64

　大西　藤司 　滋賀県甲賀市 16 2.41

　太洋基礎工業株式会社 　名古屋市中川区柳森町107 16 2.33

　中川　瑞子 　滋賀県草津市 15 2.23

計 － 355 51.87

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

500
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

684,600
6,846 －

単元未満株式
普通株式

900
－ －

発行済株式総数 686,000 － －

総株主の議決権 － 6,846 －

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合　（％）

株式会社三東工業社
滋賀県甲賀市信楽町

江田610番地
500 － 500 0.07

計 － 500 － 500 0.07

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 
 

EDINET提出書類

株式会社三東工業社(E00259)

四半期報告書

 8/19



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成30年10月１日から平成30

年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成30年７月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、ひかり監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成30年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,366,035 939,476

受取手形・完成工事未収入金等 1,091,425 992,788

販売用不動産 206,897 206,897

その他 184,022 378,906

貸倒引当金 △12,600 －

流動資産合計 2,835,780 2,518,069

固定資産   

有形固定資産   

土地 384,432 384,432

その他（純額） 350,046 368,466

有形固定資産合計 734,478 752,898

無形固定資産   

その他 27,558 25,802

無形固定資産合計 27,558 25,802

投資その他の資産   

投資有価証券 241,888 217,249

繰延税金資産 － 2,676

その他 142,363 142,758

貸倒引当金 △47,628 △47,628

投資その他の資産合計 336,622 315,055

固定資産合計 1,098,660 1,093,757

資産合計 3,934,440 3,611,826

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 963,464 612,604

短期借入金 － 100,000

未払法人税等 10,828 31,871

未成工事受入金 120,943 53,563

完成工事補償引当金 22,400 23,200

その他 79,555 65,047

流動負債合計 1,197,191 886,287

固定負債   

繰延税金負債 4,634 －

その他 45,857 42,541

固定負債合計 50,492 42,541

負債合計 1,247,684 928,829
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成30年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成30年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 849,500 849,500

資本剰余金 625,900 625,900

利益剰余金 1,122,018 1,135,587

自己株式 △801 △801

株主資本合計 2,596,617 2,610,186

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 90,138 72,811

評価・換算差額等合計 90,138 72,811

純資産合計 2,686,756 2,682,997

負債純資産合計 3,934,440 3,611,826
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成30年７月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高   

完成工事高 2,428,797 2,432,252

不動産事業等売上高 15,300 19,469

売上高合計 2,444,098 2,451,722

売上原価   

完成工事原価 2,265,359 2,204,697

不動産事業等売上原価 5,650 7,202

売上原価合計 2,271,009 2,211,899

売上総利益   

完成工事総利益 163,438 227,555

不動産事業等総利益 9,650 12,267

売上総利益合計 173,088 239,823

販売費及び一般管理費 ※ 170,051 ※ 182,943

営業利益 3,036 56,879

営業外収益   

受取利息 6 2,001

受取配当金 613 790

経営指導料 7,600 7,770

雑収入 917 753

営業外収益合計 9,137 11,316

営業外費用   

支払利息 252 228

支払保証料 2,001 381

雑損失 2 40

営業外費用合計 2,256 650

経常利益 9,918 67,545

特別利益   

固定資産売却益 6,854 －

特別利益合計 6,854 －

特別損失   

固定資産除却損 － 38

特別損失合計 － 38

税引前四半期純利益 16,772 67,507

法人税等 5,929 26,521

四半期純利益 10,843 40,986
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成30年７月１日
　至　平成30年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 16,772 67,507

減価償却費 29,701 28,307

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,600 △12,600

受取利息及び受取配当金 △619 △2,791

支払利息 252 228

売上債権の増減額（△は増加） △308,843 98,637

仕入債務の増減額（△は減少） 234,526 △350,859

未成工事受入金の増減額（△は減少） △28,659 △67,379

その他 △64,470 △224,106

小計 △119,740 △463,056

利息及び配当金の受取額 650 2,791

利息の支払額 △252 △228

法人税等の支払額 △17,954 △5,256

営業活動によるキャッシュ・フロー △137,297 △465,749

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △370,117 △300,124

定期預金の払戻による収入 370,117 350,123

有形固定資産の取得による支出 △36,089 △40,253

有形固定資産の売却による収入 20,140 －

無形固定資産の取得による支出 △1,799 －

関係会社貸付けによる支出 △50,000 △40,000

関係会社貸付金の回収による収入 50,000 50,000

その他 △189 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,937 19,744

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 300,000 200,000

短期借入金の返済による支出 △100,000 △100,000

自己株式の取得による支出 △199 －

配当金の支払額 △27,248 △27,239

リース債務の返済による支出 △1,692 △3,316

財務活動によるキャッシュ・フロー 170,859 69,443

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 15,624 △376,560

現金及び現金同等物の期首残高 1,146,019 1,015,912

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,161,643 ※ 639,351
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算方法）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

 

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成29年７月１日
　　至 平成29年12月31日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成30年７月１日
　　至 平成30年12月31日）

役員報酬 28,750千円 30,600千円

給料手当 52,640 62,757

法定福利費 9,780 12,598

修繕維持費 1,509 1,159

通信交通費 13,462 12,972

広告宣伝費 2,733 1,245

地代家賃 1,718 1,711

減価償却費 9,654 10,107

租税公課 5,416 6,215

雑費 25,386 29,241

貸倒引当金繰入額 1,600 △12,600

 

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成30年７月１日
至　平成30年12月31日）

現金預金勘定 1,531,761千円 939,476千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △370,117 △300,124

現金及び現金同等物 1,161,643 639,351
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成29年12月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月27日

定時株主総会
普通株式 27,422 4 平成29年６月30日 平成29年９月28日 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成30年７月１日　至　平成30年12月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年９月27日

定時株主総会
普通株式 27,417 40 平成30年６月30日 平成30年９月28日 利益剰余金

 

 

（金融商品関係）

　　　　該当事項はありません。

 

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

 

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

 

（持分法損益等）

　当社は、関連会社がありませんので、持分法損益等を記載しておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成29年７月１日　　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 四半期損益計算書

計上額 土木部門 建築部門 不動産部門 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,572,903 855,893 15,300 2,444,098 2,444,098

セグメント間の内部

売上高又は振替額
－ － － － －

計 1,572,903 855,893 15,300 2,444,098 2,444,098

セグメント利益又は

損失（△）
21,249 △27,863 9,650 3,036 3,036

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　セグメントの利益又は損失の金額の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成30年７月１日　　至　平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 四半期損益計算書

計上額 土木部門 建築部門 不動産部門 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,549,670 882,581 19,469 2,451,722 2,451,722

セグメント間の内部

売上高又は振替額
－ － － － －

計 1,549,670 882,581 19,469 2,451,722 2,451,722

セグメント利益 20,761 23,850 12,267 56,879 56,879

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　セグメントの利益の金額の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成30年７月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 15円82銭 59円80銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 10,843 40,986

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 10,843 40,986

普通株式の期中平均株式数（千株） 685 685

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．平成30年１月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前事業年度の期首に当該

株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月13日

株式会社三東工業社

取締役会　御中

 

ひかり監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 光田　周史　　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　玲司　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三東工

業社の平成30年７月１日から平成31年６月30日までの第65期事業年度の第２四半期会計期間（平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成30年７月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三東工業社の平成30年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

 　　 ２.XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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